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ドクターのための相続知識
相続トラブルから離脱？
「相続分譲渡」と残された家族の対処法

シニア・プライベートバンカー 佐藤　喜博
遺産分割協議がまとまらず、相続が「争族」に発展してしまうケースは後を絶ち

ません。もし、相続人の一人が話し合いの長期化を嫌い、「自分の相続する権利
（相続分）を第三者に売却する」と言い出したらどうなるでしょうか。今回は、あま
り知られていない「相続分の譲渡」のルールと、残されたご家族が取るべき対応に
ついて解説します。

◎ 本記事をお勧めする方 
遺産分割協議が難航しそうなご事情がある方
相続人同士の関係性や考え方に隔たりがある方
相続財産に不動産や出資持分など分割しにくい資産が含まれる方
相続における予期せぬリスクとその対処法を知っておきたい方

※上記は、2025 年 9月現在の税制・税率に基づき作成しておりますが、あくまでも概要について説明し
た参考情報（値）であり、その内容の正確性をお約束するものではありません。また、税制・税率は
将来変更されることがあります。なお、個別の取扱いにつきましては、所轄の税務署の判断によります
ので、お客さまご自身にて所轄の税務署または税理士にご確認ください。上記、２０２５年９月現在の
法令に基づき作成しております。詳細につきましては、弁護士等にご確認ください。

ポイント 1：「相続分」は他の相続人の同意なく売却できる
民法では、各相続人が持つ「相続分」を一個の財産権として捉えており、相続人

は自己の相続分を自由に譲渡（売却）できると定めています。
譲渡先は、他の相続人でも、全く面識のない第三者（例えば、不動産業者や債権

回収会社など）でも構いません。この譲渡は、譲渡する相続人と譲受人（買い手）と
の間の契約のみで成立し、他の相続人の同意は一切不要です。
相続人が相続分を譲渡する動機は様々で、「とにかく早く現金化したい」「複雑な遺

産分割協議から離脱したい」「借金の返済に充てたい」といった理由が考えられます。
他のご家族が知らない間に、相続権が第三者の手に渡ってしまう可能性があるという

ことを、まずはリスクとして認識しておく必要があります。

ポイント 2：見ず知らずの第三者が遺産分割協議に参加する事態に
相続分が第三者に譲渡されると、残されたご家族にとって極めて厄介な事態が発生

します。
相続分を譲り受けた第三者は、譲渡した相続人と全く同じ権利と義務を引き継ぐこと

になるためです。つまり、これまで家族間で行っていた遺産分割協議に、見ず知らずの
第三者が新たな当事者として参加してくることになるのです。
第三者は、あくまでビジネスとして相続分を買い取っているため、感情的な配慮は期

待できず、法的な権利を最大限主張してくることが予想されます。「先代が大切にしてき
たクリニックの土地なので、後継者である長男に相続させたい」といったご家族の想い
とは関係なく、法定相続分に相当する金銭の支払いや、不動産の売却・換金を強硬
に求めてくるかもしれません。
これにより、協議はさらに複雑化・長期化し、ご家族の精神的な負担は計り知れない

ものとなります。

ポイント３：対抗策は１か月以内に行使する「相続分の取戻権」
このような事態に陥った場合、残された他の相続人を保護するために、民法は「相
続分の取戻権（とりもどしけん）」という対抗策を認めています（民法第 905 条）。これ
は、他の相続人が、第三者に渡ってしまった相続分を、その買取代金（価額）と費
用を支払うことによって、強制的に取り戻すことができる権利です。
これにより、第三者を遺産分割協議から排除し、再び相続人のみで話し合いを進め

ることが可能になります。しかし、この取戻権を行使する上で、極めて重要な注意点が
あります。それは、権利を行使できる期間が「譲渡の事実を知ってから1か月以内」と
非常に短く定められていることです。
この1か月という期間を過ぎてしまうと、取戻権は消滅し、第三者が相続人としての
地位を確定させてしまいます。したがって、相続分の譲渡通知が届いた場合は、直ち
に専門家へ相談し、迅速に対応を決定する必要があります。

まとめ：争いを防ぐ生前対策と、有事の際の迅速な専門家相談を
相続分の第三者への譲渡は、法的に認められた権利ではあるものの、残されたご家

族にとっては大きな混乱と精神的負担をもたらす劇薬ともいえる手段です。このような事
態を招かないためには、そもそも相続人同士が争う状況を作らないことが最も重要です。
お元気なうちから、遺言書を作成して財産の分け方を明確に指定したり、生前贈与

や家族信託を活用したりすることで、相続トラブルの火種を未然に消しておくことができま
す。そして万が一、相続分の譲渡が現実に起こってしまった場合は、「1か月」という
時間との戦いになります。
通知を受け取ったら、決して放置せず、直ちに弁護士や私たちファイナンシャルプラ

ンナー有資格者のような専門家にご相談ください。取り得る最善の選択肢を検討し、迅
速に行動することが、ご家族の大切な資産を守ることに繋がります。




